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地 域 再 生 計 画 

 

 

１ 地域再生計画の名称 

豊かな資源で「魅せるさつま」を創造するまちづくり計画 

 

２ 地域再生計画の作成主体の名称 

鹿児島県及び鹿児島県薩摩郡さつま町 

 

３ 地域再生計画の区域 

鹿児島県薩摩郡さつま町の全域 

 

４ 地域再生計画の目標 

４－１ 地域の現況 

さつま町は鹿児島県の北西部に位置し、町の北部には紫尾山（標高１,０６７ｍ）

があり、ここから分岐する山々に囲まれた盆地で、東西２７．３ｋｍ、南北２２ｋ

ｍの範囲におよび総面積は３０３．９０ｋｍ2 である。うち林野面積が２１４．７

２ｋｍ2 と総面積の約７０％を占めている。また、町のほぼ中心を南九州一の大河

である一級河川川内川が貫流している。 

 交通は、国道３路線（国道２６７号、３２８号、５０４号）が町の中心部で交差

し、１日延べ３万台を超える車両の往来がある交通の要所であり、東に鹿児島空港

や九州縦貫自動車道横川ＩＣ、西と北に九州新幹線の川内駅、出水駅があり、県都

鹿児島市など主要拠点地に約１時間以内でアクセスすることができる恵まれた位

置にある。今後、南九州西回り自動車道や本町内でも整備が進められている地域高

規格道路の整備により、県内主要拠点や県外への交通アクセスが更に向上すること

が期待されている。 

基幹産業である農林業は、豊かな地域資源を生かして様々な特産品の生産が行

われており、町内に複数ある物産館や特産品販売所では魅力ある農林産物を求め、

年間を通して町内外から大勢の来客で賑わっている。そのような土地柄から、本町

には森林管理署や森林組合、農業協同組合（本所）、農業共済組合など、本町を含

む鹿児島県北薩地域における主要な農林業関係機関・団体が集中している。 

林業では、木材の原木市場や木材加工施設（チップ・製材）などの流通・加工施

設が本町及び周辺地域に集中しており、現在本町内に建設中の木質バイオマス発電

施設も令和３年度に完成予定であることから、これらの施設に安定的に原木を供給

することが求められており、地域内の木材の需要量は大幅に増加する傾向にある。 

 観光業では、川・森林・温泉など魅力的な資源を有効活用した観光が盛んであり、

特に町の中心部を貫流する川内川には、全国屈指の数でホタルが生息し、川下りを

しながらホタルを鑑賞できる「ホタル舟」を町内２箇所で運行しており、多くの観

光客で賑わい、毎年訪れるリピーターも多い重要な観光資源となっている。 

 また、主要拠点から比較的アクセスしやすい地理的優位性を活かした、新たな交
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流・定住圏の構築も求められており、それによる観光交流人口の増加や東京圏など

の都市部からのＵＩＪターンによる移住や人材の還流による人口減少の抑制も期

待されている。 

 このようなことから、観光、移住定住、林業はその重要性が増しており、令和２

年３月に策定した鹿児島県とさつま町の総合戦略においても最も力を入れる分野

の一つに位置づけるなど、本町としても特に重視している産業となっている。 

 

４－２ 地域の課題 

本町では、平成１７年の市町村合併以降、地域間の相互交流人口の増加や観光入

込客数の増加、木材の素材生産量の増加などを目標に、地域再生計画を継続的に策

定し、旧町間の接続路線整備や観光施設へのアクセス道路整備、広域農道や幹線林

道の整備など、道路網の一体的整備を進めてきており、その効果は着実に出てきて

いる。 

 しかし、その一方で、急速な人口減少と少子・高齢化の進行は深刻であり、人口

は、平成１７年の市町村合併時には２５，６８８人であったのが、令和２年１１月

時点では２０，１９４人になるなど急速に減少が進行しており、高齢化率も３４．

７％から３９．８％となっている。令和２２年には本町の総人口が約１４，０００

人程度になると推計されており、本町の基幹産業である農林業従事者の高齢化、担

い手不足などの影響から、農村環境と生産基盤が衰退し、農林業を取り巻く環境は

今後ますます厳しいものとなることが予想される。 

観光面では、近年整備が進んでいる南九州西回り自動車道や地域高規格道路な

どの主要幹線道路の整備により、本町と県内外の主要拠点地とのアクセスは格段に

向上はしているものの、主要幹線道路から観光拠点までのアクセス道や各観光拠点

間のアクセス道が十分に整備されていないことから、観光ルートが限定的となって

おり、観光ツアーの誘致や観光周遊ルートなどの形成が難しい状況にあり、観光交

流人口の更なる増加や本町の魅力を県内外へアピールしていくにあたり、大きな課

題となっている。 

林業面では、今後利用可能な森林資源の充実や既存の木材流通・加工施設に加え

て、新たな木質バイオマス発電施設の建設により、木材の需要量の大幅な増加が見

込まれる中、木材生産量の増大、森林施業の効率化及び木材生産の低コスト化によ

る安定的な森林経営が課題となっている。そのための森林の管理、森林施業の区域

拡大や木材搬出のための新規林道の開設や、大型木材運搬車の搬出ルート上にある

町道の拡幅など、基幹となる道路網と連携した整備が求められており、人口減少や

少子・高齢化による林業従事者や担い手の人材不足が深刻化していく中、森林施業

の効率化と低コスト化は急務となっている。 

 

４－３ 計画の目標 

こうした状況を踏まえ、地方創生道整備推進交付金により町道と林道を一体的

に整備することにより、新たな森林施業の区域の確保と高性能林業機械等の投入に

よる低コスト化、効率的な木材搬出ルートの形成と、豊かな森林など自然を満喫し
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ながら観光拠点を巡ることができる観光周遊ルートの形成を両立させるとともに、

本町内での拠点間アクセス向上や物流効率向上だけでなく、県内外の各拠点への更

なるアクセス向上による「不便感」の払拭による「住んでみたい」、「移住してみ

たい」と思わせる道路ネットワークの整備により、交流・定住人口の増加と林業施

業の効率化と低コスト化を図る。また、別途実施している地方創生推進交付金（伊

佐市・さつま町地域連携ＤＭＯ観光推進事業事業）とも絡みを持たせることで交流

人口の増加による観光入込者数の増加を図るとともに、他の交付金事業にて観光拠

点の老朽化施設の修繕・更新・再整備も実施する。併せて林業施業者や移住定住を

希望する方をさらに支援することを目的として、関連する補助事業や町独自の支援

事業も実施することで、地域全体の更なる交流・定住人口の増、地域産業の振興を

図り、豊かな資源で「魅せるさつま」を創造するまちづくりを目指すものである。 

 

（目標１） 観光交流人口の増加（年間観光宿泊者の増加） 

477 百人（令和元年度）→507 百人（令和 7 年度） 

（目標２） 町外からの転入者数の増（累計） 

6 世帯（令和元年度）→29 世帯【累計】（令和 7 年度） 

（目標３） 素材（木材）生産量の増 

420 百 m3（令和元年度）→445 百 m3（令和 7 年度） 

 

５ 地域再生を図るために行う事業 

５－１ 全体の概要 

さつま町は、現在整備中（一部供用済み）である地域高規格道路（国道５０４号）

が横断するとともに、国道２６７号、３２８号など主要幹線道路が町の中央で交差

し、九州縦貫自動車道や南九州西周り自動車道のＩＣとも比較的近く、これらの幹

線道路を軸に県道等も整備されているため、県内外の主要拠点からのアクセスは容

易である。しかし、町の総面積の半分以上を山林が占めているため 町道及び林道

の整備が遅れており、特に幹線道路や県道等からのアクセス道がぜい弱である。 

このため、観光客が「紫尾温泉街」「北薩広域公園」「鶴田ダム」「ホタル舟」

「観光農園」等といった観光地のうち１～２箇所のみに立ち寄る傾向があるなど、

地域全体としての観光地の連携が十分図られていない。 

また、地域住民の利便性の問題に加えて、平成１８年７月の鹿児島県北部豪雨の

ように町の中心地が浸水し、幹線道路が機能しなくなった時の避難ルートや物資の

輸送ルートの確保など災害時のライフラインの確保にも危惧不安がある。 

さらには、林道は地域内で木材需要が高まっている中、既存林道と幹線道路との

ネットワークがぜい弱であることや、林道の整備が遅れていることから、間伐材の

利用等森林施業の効率が悪くなり、林業振興に支障をきたしている。 

そこで、地方創生道整備推進交付金により、国道３路線（国道２６７号、３２８

号、５０４号）を中心として、そこから延びる県道等にアクセスする町道９路線及

び林道２路線の開設等を行うことにより、効率的な道路網を構築する。それによっ

て、地域の豊富な観光資源がネットワーク化されることで観光客数の増加・滞在時
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間の延長を図るとともに、地域住民との交流も促進される。加えて、森林施業にお

ける効率化と木材生産コストを抑えることで､林業・木材産業の生産活動を向上さ

せ、林業の振興を図っていく。また、住民の利便性の向上や災害時の避難路、物資

輸送路等のライフラインの確保も図ることにより、定住に向けた機運が高まること

が期待される。 

また、事業中である地方創生推進交付金（伊佐市・さつま町地域連携ＤＭＯ観光

推進事業）により、地域の特産品を認定して６次産業化モデルを創出する事業やヘ

ルスツーリズムと絡めた体験型の観光農園を川内川流域に整備していく事業が実

施されることにより、観光入込者数等の増加が図られることから、町道、林道の整

備事業と併せた相乗効果により、更に住民の利便性が向上し、その結果、さつま町

の定住人口の増加といった道の整備事業の政策効果を高めることが期待できる。 

 

５－２ 第５章の特別の措置を適用して行う事業 

（１）地方創生道整備推進交付金【Ａ３００８】 

対象となる施設は以下のとおりで、事業開始に係る手続等を完了している。 

なお、整備箇所等については、別添の整備箇所を示した図面による。 

・町道 道路法に規定する町道に認定済み。（ ）内は認定年月日。 

 盈進小通線（ｴｲｼﾝｼｮｳﾄｵﾘｾﾝ）       （昭和 57 年 12 月 16 日） 

 川口平川線（ｶﾜｸﾁﾋﾗｶﾜｾﾝ）         （平成 27 年 2 月 26 日） 

 紫尾山頂線（ｼﾋﾞｻﾝﾁｮｳｾﾝ）        （昭和 57 年 12 月 16 日） 

 湯之元線（ﾕﾉﾓﾄｾﾝ）            （昭和 57 年 11 月 10 日） 

 大川内線（ｵｵｶﾜｳﾁｾﾝ）           （平成 26 年 2 月 28 日） 

 二渡川口線（ﾌﾀﾜﾀﾘｶﾜｸﾁｾﾝ）         （平成 14 年 3 月 19 日） 

 グリーンロード１号線（ｸﾞﾘｰﾝﾛｰﾄﾞｲﾁｺﾞｳｾﾝ）（平成 27 年 2 月 26 日） 

 グリーンロード２号線（ｸﾞﾘｰﾝﾛｰﾄﾞﾆｺﾞｳｾﾝ） （平成 28 年 2 月 29 日） 

 グリーンロード３号線（ｸﾞﾘｰﾝﾛｰﾄﾞｻﾝｺﾞｳｾﾝ）（平成 31 年 2 月 27 日） 

・林道 森林法による北薩地域森林計画書に路線を記載。 

 白男川泊野線（ｼﾗｵｶﾞﾜﾄﾏﾘﾉｾﾝ）       （令和元年 12 月策定） 

 平江線（ﾋﾗｴｾﾝ）             （令和元年 12 月策定） 

 

［施設の種類］ ［事業主体］ 

・町 道    さつま町 

・林 道    鹿児島県、さつま町 

 

［事業区域］ 

・さつま町 

 

［事業期間］ 

・町 道 令和 3 年度～令和 7 年度 

・林 道 令和 3 年度～令和 7 年度 
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［整備量及び事業費］ 

・町 道 11.2ｋｍ 

・林 道 3.0ｋｍ 

・総事業費 2,870,000 千円（うち交付金 1,435,000 千円） 

町道 1,920,000 千円（うち交付金 960,000 千円） 

林道  950,000 千円（うち交付金 475,000 千円） 

 

［事業の実施状況に関する客観的な指標及び評価の方法］ 

（令和/年度） 
基準年 

(R1) 
R3 R4 R5 R6 R7 

指標１ 観光地間のアクセス向上 

 紫尾温泉(宿泊地)～二渡のホタル舟 
19 分 19 分 19 分 19 分 19 分 17 分 

指標２ 観光客入込者数の増加 

 ホタル舟の来客数の増加 
3229 人 3261 人 3293 人 3326 人 3358 人 3390 人 

指標３ 素材生産量の増加 

 さつま町民有林での森林施業面積の拡大 
171ha 196ha 201ha 206ha 211ha 216ha 

毎年度終了後に鹿児島県とさつま町の職員が必要な調査等を行い、速やか

に状況を把握する。 

 

［事業が先導的なものであると認められる理由］ 

（政策間連携） 

町道及び林道を一体的に整備することにより、個別に整備するのに比べて、

木材輸送経路及び観光周遊ルートの効率的かつ効果的なネットワーク整備が

可能となり、観光地の連携や林業の振興といった地域再生の目標達成により資

するとともに、全体の整備コストの削減が期待できるという点で、先導的な事

業となっている。 

町道盈進小通線、町道川口平川線、町道紫尾山頂線、町道湯之元線、町道大

川内線、町道二渡川口線、町道グリーンロード１号線、町道グリーンロード２

号線、町道グリーンロード３号線、林道白男川泊野線、林道平江線は、さつま

町国土強靭化地域計画に基づき実施するものである。 

 

５－３ その他の事業 

地域再生法による特別の措置を活用するほか、「豊かな資源で「魅せるさつま」

を創造するまちづくり計画」を達成するため、以下の事業を総合的かつ一体的に行

うものとする。 

 

５－３－１ 地域再生基本方針に基づく支援措置 

該当無し 
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５－３－２ 支援措置によらない独自の取組 

（１）観光地の魅力向上（ひっ翔べさつま！プロジェクト） 

内  容 さつま町の知名度向上のため、航空会社との包括的連携による取

り組みや都市圏での物産展参加、またソーシャルネットワーキン

グ・サービス（ＳＮＳ）などの活用を図り、町のＰＲを推進する。

（さつま町単独事業） 

実施主体 さつま町 

実施期間 令和 2 年 4 月～令和 8 年 3 月 

 

（２）川内川水系かわまちづくり 

内  容 豊かな恵みをもたらす川内川を核（軸）とし、“舟”を特色とし

たかわまちづくり・河川の利活用を推進し、川内川流域一体かつ

連携の下、地域の活性化・進行を図る。（国土交通省支援事業） 

実施主体 かわまちづくり推進協議会（国、県、沿川５市町） 

実施期間 平成 29 年 4 月～令和 8 年 3 月 

 

（３）伊佐市・さつま町地域連携ＤＭＯ観光推進事業（地方創生推進交付金） 

内  容 地域の特産品を認定して６次産業化モデルを創出する事業の“み

える化”の取り組み、ヘルスツーリズムと絡めた体験型の観光農

園を川内川流域に整備していく事業の“見える化”イベントとし

て、地域内外の人たちが交流しながら川内川流域に植樹を進める

「やさしい故郷づくり」事業を推進。（内閣府支援事業） 

実施主体 伊佐市、さつま町 

実施期間 平成 29 年 4 月～令和 4 年 3 月 

 

（４）移住就業支援事業 

内  容 東京圏（東京・埼玉・千葉・神奈川４都県）から本町へ移住され、

鹿児島県のマッチングサイトに登録してある企業に就職される

方を対象に一定額を助成する。（内閣府支援事業） 

実施主体 さつま町 

実施期間 令和元年 4 月～令和 8 年 3 月 

 

（５）若者定住促進事業 

内  容 若い世代の定住を促進するため、町内の賃貸住宅に入居し、企業

に正規雇用されている転入者世帯及び新婚世帯に対して、家賃の

一部を助成する。（さつま町単独事業） 

実施主体 さつま町 

実施期間 平成 30 年 4 月～令和 8 年 3 月 
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（６）転入者・新卒者就労支援事業 

内  容 さつま町への転入や学校等を卒業された後に町内企業等に一定

期間勤務されている方を対象に一定額を助成し、定住人口の増加

と企業等の安定的な人材確保を図る。（さつま町単独事業） 

実施主体 さつま町 

実施期間 平成 30 年 4 月～令和 8 年 3 月 

 

（７）林業事業体間伐等支援事業 

内  容 民有林の適正な森林施業の実行を促進するため、林業事業体の間

伐等の施業を支援する。（さつま町単独事業） 

実施主体 さつま町 

実施期間 平成 24 年 4 月～令和 8 年 3 月 

 

（８）ふるさとの森生産性強化対策事業 

内  容 工場等の生産性向上等の体質強化を図り、工場へ原木を安定的に

供給するため、間伐材の生産を促進するとともに、路網整備や高

性能林業機械の基盤整備を一体的に推進する。（林野庁支援事業） 

実施主体 さつま町 

実施期間 平成 28 年 4 月～令和 8 年 3 月 

 

（９）林業担い手育成対策事業 

内  容 県担い手育成基金事業に取組む、町内の認定林業事業体の就労５

年以下の林業従事者を対象に、社会保険料等事業主負担分の１／

４以内を助成し、林業事業体の雇用改善と福利厚生の充実、担い

手の確保の支援を行う。（さつま町単独事業） 

実施主体 さつま町 

実施期間 平成 17 年 4 月～令和 8 年 3 月 

 

６ 計画期間  

  令和 3 年度～令和 7 年度 

 

７ 目標の達成状況に係る評価に関する事項 

７－１ 目標の達成状況に係る評価の手法 

４に示す地域再生計画の目標については、計画期間の中間年度及び計画年度終

了後に鹿児島県及びさつま町が必要な調査等を行い、速やかに状況を把握する。 

定量的な目標に関わる基礎データは、鹿児島県及びさつま町の統計データ用い、

中間評価、事後評価の際には、鹿児島県及びさつま町の統計データを基に第三者委

員会により評価を行う。 
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７－２ 目標の達成状況に係る評価の時期及び評価を行う内容 

 

 

（指標とする数値の収集方法） 

項  目 収集方法 

観光客等入込者数の増加 さつま町宿泊施設別入込客延べ人泊数データより 

町外からの転入者数の増 さつま町若者定住促進家賃補助実績データより 

素材（木材）生産量の増 鹿児島県素材生産量実績データより 

 

・目標の達成状況以外の評価を行う内容 

１．事業の進捗状況 

２．総合的な評価や今後の方針 

 

７－３ 目標の達成状況に係る評価の公表の手法 

４に示す地域再生計画の目標については、中間評価及び事後評価の内容を、速や

かに鹿児島県及びさつま町のホームページで公表する。 

 
令和元年度 

（基準年度） 

令和 5 年度 

（中間年度） 

令和 7 年度 

（最終目標） 

目標１    

観光交流人口の増加 477 百人 491 百人 507 百人 

目標２    

町外からの転入者数の増 6 世帯 20 世帯(累計) 29 世帯(累計) 

目標３    

素材（木材）生産量の増 420 百 m3 437 百 m3 445 百 m3 


